
1
給付金・定額減
税一体支援事業

給付金・定
額減税一体
支援枠

保健福祉課

所得税・個人住民税の定額減税の実
施に伴い、減税しきれないと見込まれ
る方へ給付を実施することで、急激な
物価高から国民生活を守ることを目的
とする。

Ⅰ．物価高
から国民
生活を守
る

R6.6 R7.1 120,910   120,910 

2
給付金・定額減
税一体支援事業
（事務費）

給付金・定
額減税一体
支援枠

保健福祉課

所得税・個人住民税の定額減税の実
施に伴い、減税しきれないと見込まれ
る方へ給付を実施することで、急激な
物価高から国民生活を守ることを目的
とする。

Ⅰ．物価高
から国民
生活を守
る

R6.6 R7.1 2,582     2,582 

3
給付金・定額減
税一体支援事業
（事務費）

推奨事業メ
ニュー

保健福祉課

所得税・個人住民税の定額減税の実
施に伴い、減税しきれないと見込まれ
る方へ給付を実施することで、急激な
物価高から国民生活を守ることを目的
とする。

Ⅰ．物価高
から国民
生活を守
る

R6.6 R7.1 1,767     1,767 

4
給付金・定額減
税一体支援事業
(事務費)

低所得世帯
支援枠

保健福祉課

所得税・個人住民税の定額減税の実
施に伴い、減税しきれないと見込まれ
る方へ給付を実施することで、急激な
物価高から国民生活を守ることを目的
とする。

Ⅰ．物価高
から国民
生活を守
る

R6.6 R7.1 2,245     2,245 

5

小・中学校給食
費無償化事業
【物価高騰対応
分】

推奨事業メ
ニュー

教育総務課

町内小中学校に所属する児童・生徒
の給食費を減免することで、物価高騰
の影響を大きく受けている、保護者の
経済的負担の軽減を図り、子育ての充
実に寄与することを目的とするもの。

Ⅰ．物価高
から国民
生活を守
る

R6.4 R7.3 3,234     3,234 

6
児童福祉施設副
食費高騰支援事
業

推奨事業メ
ニュー

子育て定住推
進課

町内保育所及び幼稚園の副食費が燃
料及び食材等の物価高騰等を受け、
保護者の負担増を回避する観点から、
児童福祉施設等に対し町内児童園児
数の副食費増嵩分を町独自に支援す
るもの。

Ⅰ．物価高
から国民
生活を守
る

R7.2 R7.3 119       119 

130,857   130,857    

交付金充当額
（千円）

合計
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交付金充当額
（千円）

Ｎｏ
交付対象事業の

名称
充当交付金

種別
所管課 事業の概要（目的・効果）

経済対策
との関係

事業
始期

事業
終期

総事業費
（千円）

1
農業水利施設管
理緊急対策事業

推奨事業メ
ニュー

農林水産課

農業者が構成員となる土地改良区は
用排水機場などの農業水利施設を管
理しており、エネルギー等の物価高騰
の影響を受けている。これらの施設は
稲作を中心と農業生産のほか、洪水
防止をはじめとする多面的機能の発
揮等に支障が生じることのないよう、
農林水利施設等の電気料金などの掛
り増し経費を緊急的に支援するもの。

Ⅰ．物価高
から国民
生活を守
る

R7.3 R7.4 2,915     2,915 

2

住民税非課税世
帯に対する臨時
給付金事業（事
務費）

推奨事業メ
ニュー

保健福祉課

家計への影響の大きい新たに非課税
世帯又は均等割のみ課税となった世
帯に対し、給付を行うことで、急激な物
価高から国民生活を守ることを目的と
する。

Ⅰ．物価高
から国民
生活を守
る

R7.2 R7.10 1,346     1,346 

3
住民税非課税世
帯に対する臨時
給付金事業

低所得世帯
支援枠及び
不足額給付
分の給付
金・定額減
税一体支援

枠

保健福祉課

家計への影響の大きい新たに非課税
世帯又は均等割のみ課税となった世
帯に対し、給付を行うことで、急激な物
価高から国民生活を守ることを目的と
する。

Ⅰ．物価高
から国民
生活を守
る

R7.2 R7.10 38,970    38,970 

4

【充当元事業】
住民税非課税世
帯に対する臨時
給付金事業
【充当先事業】
令和７年計画：
低所得世帯支援
(子ども加算含
む)及び不足額
給付事業
充当先の経費：
事業費

低所得世帯
支援枠及び
不足額給付
分の給付
金・定額減
税一体支援

枠

保健福祉課

家計への影響の大きい新たに非課税
世帯又は均等割のみ課税となった世
帯に対し、給付を行うことで、急激な物
価高から国民生活を守ることを目的と
する。

Ⅰ．物価高
から国民
生活を守
る

R7.2 R8.3 6,195     6,195 

5
物価高騰支援商
品券配付事業

推奨事業メ
ニュー

商工観光交流
課

物価高騰により町民生活に影響が出
ていることを踏まえ、町内で利用可能
な期限付き商品券を配付し生活を支
援するとともに、商品券利用による地
域経済の活性化に資するもの。

Ⅰ．物価高
から国民
生活を守
る

R7.4 R8.2 64,913    48,031 

114,339   97,457     合計


